
単位：千円、％
解消可能 資金剰余（不足）額 資金不足比率

資金不足額 ④-⑤ ⑥/⑦
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

水道事業 339,577 35,082 0 304,495 0 304,495 373,498 －

国民健康保険病院事業 157,424 95,108 375,000 ▲ 312,684 375,000 0 522,926 －

※解消可能資金不足額を、差引いて資金剰余額が発生する場合はゼロとする。

解消可能 資金剰余（不足）額 資金不足比率

資金不足額 ④-⑤ ⑥/⑦

③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

港湾機能施設整備事業 50,973 50,973 0 0 0 0 21,673 －

公共下水道事業 1,976,909 2,199,534 0 ▲ 222,625 314,748 0 591,518 －

※解消可能資金不足額を、差引いて資金剰余額が発生する場合はゼロとする。

土地収入 資金剰余（不足）額 資金不足比率

見 込 額 ④-⑤ ⑥/⑦

③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

臨海部土地造成事業 66,667 685,358 0 ▲ 618,691 712,185 0 993,003 －

工業団地造成事業 58,288 863,100 0 ▲ 804,812 680,860 ▲ 123,952 804,812 15.4

※土地収入見込額を、差引いて資金剰余額が発生する場合はゼロとする。

歳　　出
　
②

※事業の規模：資本の額に相当する額 －負債の額に相当する額

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に不足額が生じる等の事情がある場合に
おいて、資金の不足額から控除する一定の額

※事業の規模：営業収益の額－受託工事収益の額

※事業の規模：営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額
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※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に不足額が生じる等の事情がある場合に
おいて、資金の不足額から控除する一定の額
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資金不足比率の内訳

特別会計名
算入地方債 ①-②-③流動資産 流動負債


